
証券コード 7034
2021年１月８日

株 主 各 位
東京都港区芝大門一丁目10番11号
株式会社プロレド・パートナーズ

代表取締役 佐 谷 進
第13回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第13回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。
敬 具

記
１．日 時 2021年１月26日（火曜日）午前11時

[受付開始 午前10時30分予定]
２．場 所 東京都港区芝公園一丁目５番10号

芝パークホテル別館 ２階「ローズ」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第13期（2019年11月１日から2020年10月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第13期（2019年11月１日から2020年10月31日まで）計算書類報告の件

以 上
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ

げます。
本招集ご通知に添付すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款第18条の規

定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.prored-p.com/）に
掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

・事業報告の「新株予約権等の状況」
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」

したがいまして、本招集ご通知に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査
人又は監査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び
計算書類の一部であります。

なお、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項について修正が生じた場合は、上記当社ウ
ェブサイトに掲載いたします。
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【新型コロナウイルス感染防止への対応】
新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されています。感染拡大防止のために、当日のご来場を見合

わせていただくことも含めご検討くださいますようお願い申しあげます。また、株主総会へのご出席
を検討されている株主様におかれましては、ご自身の体調をご確認いただき、必ずマスクを着用のう
え、ご来場ください。マスクを着用されていない場合や、密接を避けるため、定員に達した場合は、
株主総会へのご出席をお断りする場合もございますことをご了承ください。

新型コロナウイルス感染予防及び拡大防止のため、受付におきまして、検温の実施にご協力をお願
い申しあげます。なお、当該のお願いにご協力いただけない場合及び、検温の結果体温が37.1度以上
ある方につきましては、会場へのご入場をお断りさせていただくことをご了承ください。

新型コロナウイルス感染予防及び拡大防止のため、当社役員及び運営スタッフはマスク着用で対応
させていただく場合がございますので、あらかじめご了承ください。
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（添付書類）

事  業  報  告

(2019年11月 1 日から
2020年10月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の拡大やインバウンド需要の増加などの

要因により、回復基調で推移しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による
経済活動制限の影響により、景気の悪化が急速に進みました。段階的に経済活動が再開されて
いるものの、景気回復への影響は限定的で、依然として厳しい状況が続いております。

このような経済状況の中、当社の事業領域であるコンサルティングサービス市場におきまし
ては、2019年の市場規模が8,217億円と前年比7.3％増となっております。さらに、コンサル
ティングサービス市場の内、ビジネスコンサルティング市場の市場規模は、前年比8.7％増と
さらに高い成長率を示しております。その背景には、企業がさまざまな社会環境の変化に対応
するべく、デジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組みといった企業全体に関わる
大規模な変革型案件が増加していることが挙げられます。2021年以降においても、このよう
な案件は増加していくという見通しにより、国内コンサルティングサービス市場は、2019年
～2024年の年間平均成長率（CAGR：Compound Annual Growth Rate）が4.0％となり、
2024年の市場規模は１兆４億円に達すると予測されております（注）。

このような経営環境のもと、当社としては社会情勢の変化に合わせて、Ｗｅｂによる商談や
コンサルティング業務の提供、リモートワークの推進等を進め、事業活動を継続してまいりま
したが、一部案件においてプロジェクト期間が長期化したことなどの要因により、当初の想定
より売上高が減少いたしました。しかしながら、営業活動においては、営業パートナーの拡充
及びリレーション強化などにより、契約締結を継続的に進め、コンサルティング業務において
は、ＢＰＯからＢＰＲまで、幅広いコストマネジメントに加えてＳＡＬＥＳ ＧＲＯＷＴＨ（売
上アップ）などの更なる事業領域の拡大を推進してまいりました。また、成果報酬型の経営コ
ンサルティング事業で培ったノウハウを「企業価値の向上」という領域で活かすべく、事業投
資及びハンズオン経営支援を目的とした子会社の設立や、今後の成長分野である環境・リスク
管理方面のコンサルティング・サービスの拡充を目的とした株式会社知識経営研究所の子会社
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化など、更なる成長に向けた取り組みを推進しております。
この結果、当事業年度の業績は、売上高3,270百万円（前期比23.8％増）、営業利益1,216

百万円（同14.1％増）、経常利益1,189百万円（同13.6％増）、当期純利益は869百万円（同
27.3％増）となりました。

なお、当社はコンサルティング事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は
しておりません。

当社グループは、当連結会計年度が連結初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を
連結会計年度末日としていることから、当連結会計年度においては、貸借対照表のみを連結し
ているため、連結損益計算書は作成しておりません。そのため、本事業報告中の損益に関する
記載につきましては、当社単体の数値を記載しております。
（注）2020年６月15日にIDC Japan株式会社が発表した、「国内コンサルティングサービス

市場」予測を参照しております。

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達は、2020年１月８日に第三者割当の方法により、みずほ証券株

式会社を割当先とした第４回新株予約権（行使価額修正条項及び停止指定条項付）を2,500個
発行いたしました。当連結会計年度中に第４回新株予約権2,500個の行使が完了し、合計で
1,750,005千円の資金調達を行いました。その他、経常的な資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2020年８月26日付で、株式会社知識経営研究所の発行済株式の100％を取得し、

同社を当社の完全子会社といたしました。
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⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社知識経営研究所 20,000千円 100％ コンサルティング及び受託調査

⑷ 対処すべき課題
① 市場対応力の強化

当社は、クライアントのあらゆる経営課題の解決に確約することを目的に、成果をクライア
ントと共有する成果報酬型コンサルティングのサービス拡充を図ってまいります。また、既に
提供しているコンサルティング・サービスにおいては、プロジェクト期間の短縮及びクオリテ
ィの向上を進め、クライアントへの満足度向上からリピート率（クロスセル）の向上へとつな
げてまいります。

② 優秀な人材の採用と育成
当社事業の中核である経営コンサルティング・サービスの策定とその実行支援を行うために

は、高い能力を有する人材が必要になります。そのため、今後持続的な成長及び発展をしてい
くためには、常にメンバーの能力を高めるという質的向上と、高い能力を有する人材を獲得す
るという量的拡大の両方の施策が必要であります。質的向上については、充実した研修プログ
ラムやコンテストを設けてビジネススキルの向上を図るとともに、多様性を重んじて個人の成
長を最大限に引き出しております。量的拡大については、リクルーティングの方法として、多
様なリクルーティングチャネル及びリファーラルを活用していく方針であります。また、社内
環境は、メンバーへのストック・オプション制度の実施、ロイヤリティを求めない多様な価値
観を認め合える社風、安心して働きやすい環境・待遇の整備に努めてまいります。

③ 大企業への営業力
当社にはコンサルティング・サービスを通じて、これまで積み重ねてきた実績とパートナー

陣の幅広い人的ネットワークがあり、プロジェクトの受注においても奏効しております。今後
は企業として組織的に営業活動を行うべく、会社としての実績を着実に一つ一つ積み重ね、ブ
ランディングを踏まえた広報活動を通して、企業としての信用を向上させることが必要と考え
ております。ＢｔｏＢビジネスに必要な認知度向上のために随時セミナーや出版を行い、マス
コミとも良好な関係を構築することで、当社の知名度の向上を図っていく方針であります。
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連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書
当連結会計年度は、連結計算書類の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会

計年度末日としていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連
結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。
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株主資本等変動計算書

(2019年11月 1 日から
2020年10月31日まで)

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本 合
計資本準備金 資 本 剰 余 金

合計

その他利益剰
余金 利 益 剰 余 金

合計繰 越 利 益 剰
余金

当期首残高 1,140,333 1,130,333 1,130,333 1,399,968 1,399,968 △380 3,670,255

当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） 884,708 884,708 884,708 1,769,416

自己株式の取得 △165 △165

当期純利益 869,208 869,208 869,208
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 884,708 884,708 884,708 869,208 869,208 △165 2,638,458

当期末残高 2,025,041 2,015,041 2,015,041 2,269,177 2,269,177 △546 6,308,713

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価

証 券 評 価 差
額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 － － 378 3,670,633

当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） 1,769,416

自己株式の取得 △165

当期純利益 869,208
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △378 △378

当期変動額合計 － － △378 2,638,080

当期末残高 － － － 6,308,713
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